協　　定　　書
　株式会社Ａと株式会社Ｂ（以下、連携体）は、○○事業（以下「本事業」という。）を遂行するため、以下の条項に従い協定書（以下「本協定」という。）を締結する。

（事業の目的）
第１条　本事業は、○○事業について、共同又は協力して実施することにより、連携体の競争力の向上を図ること目的とする。

（連携する事業）

第２条　連携体は、次の事業を実施する。

　（１）○○開発事業
　（２）上記に関連する事業

（業務の範囲）

第３条　本事業で行う業務は、前条で定める連携事業の内容に関するあらゆる業務を含むものとする。
　２　本協定は、連携体が前条で定める連携事業の内容の他に行う新製品開発等を規制又は抑制するものではない。

（代表者の設置）

第４条　本事業の実施について、株式会社Ａを代表者とする。

　２　本事業の代表者は、本事業の実施に関し、連携体を代表して、取引先及び監督官庁等と折衝する権限並びに補助金の請求、受領及び当連携体に属する財産を管理する権限を有するものとする。
（運営委員会）

第５条　連携体は、参加企業等全員をもって運営委員会を設け、組織及び編成並びに事業計画の実施の基本に関する事項、資金管理方法、外注企業の決定その他の当連携体の運営に関する基本的かつ重要な事項について協議の上決定し、事業計画の遂行に当るものとする。
（費用負担）

第６条　本事業の費用負担については、運営委員会において定めた費用負担割合によりその費用を分担するものとする。

（補助金の配分）

第７条　本事業で福井市から支払われる補助金については、代表者が連携体を代表して福井市に請求、受領するものとする。補助金の配分は、本事業を実施するにあたりそれぞれが負担した額に応じて配分するものとし、代表者は、福井市から補助金が支払われたことが確認でき次第、速やかに参加企業等に配分する。
（秘密情報）

第８条　連携体は、秘密情報を善良なる管理者の注意義務をもって保持し、これを第三者に開示、漏洩せず、または本事業の目的以外に流用しないものとする

（有効期間）

第９条　本協定の存続期間は、１年とする。

　２　前項の存続期間は、事業計画に基づく参加企業等全員の同意を得て、これを延長することができる。
（誠実協議）
第１０条　本協定に定めのない事項及び本協定の各条項の解釈に疑義が生じた場合には、各当事者は誠実に協議のうえ対処するものとする。

上記を証するため、本書○通を作成し、各通に参加企業等が記名捺印の上、各１通ずつ保管する。
令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　株式会社　
　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　株式会社　

　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　　　　　　　　　　　印

